
平成年月日 月曜日 (第号付録) 月目録官 報

日

号
外

ペ
ー
ジ

五
五
三

平
成
十
八
年
国
土
交
通
省
告

示
第
四
百
六
十
六
号
の
一
部

を
改
正
す
る
告
示

三
一
特7

五
五
四

平
成
十
九
年
国
土
交
通
省
告

示
第
四
百
十
号
の
一
部
を
改

正
す
る
告
示

三
一
特7

五
五
五

平
成
二
十
年
国
土
交
通
省
告

示
第
五
百
十
五
号
の
一
部
を

改
正
す
る
告
示

三
一
特7

五
五
六

平
成
二
十
年
国
土
交
通
省
告

示
第
五
百
十
六
号
の
一
部
を

改
正
す
る
告
示

三
一
特7

五
五
七

技
術
基
準
対
象
施
設
の
維
持

に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め

る
告
示
の
一
部
を
改
正
す
る

件

三
一
特7

五
五
八

平
成
十
七
年
国
土
交
通
省
告

示
第
三
百
九
十
三
号
の
一
部

を
改
正
す
る
件

三
一
特7

五
五
九

平
成
二
十
一
年
国
土
交
通
省

告
示
第
六
百
八
十
五
号
の
一

部
を
改
正
す
る
件

三
一
特7

五
六
〇

平
成
二
十
六
年
国
土
交
通
省

告
示
第
四
百
三
十
七
号
の
一

部
を
改
正
す
る
件

三
一
特7

五
六
一

平
成
二
十
六
年
国
土
交
通
省

告
示
第
四
百
三
十
五
号
の
一

部
を
改
正
す
る
件

三
一
特7

五
六
二

地
方
税
法
施
行
令
附
則
第
九

条
の
四
第
一
号
イ
の
規
定
に

基
づ
き
、
国
土
交
通
大
臣
が

総
務
大
臣
と
協
議
し
て
定
め

る
要
件
を
定
め
る
件

三
一
特7

五
六
三

地
方
税
法
施
行
令
附
則
第
九

条
の
四
第
一
号
ロ
の
規
定
に

基
づ
き
、
国
土
交
通
大
臣
が

総
務
大
臣
と
協
議
し
て
定
め

る
地
震
に
対
す
る
安
全
性
そ

の
他
の
品
質
又
は
性
能
に
係

る
基
準
を
定
め
る
件

三
一
特7

五
六
四

地
方
税
法
施
行
令
附
則
第
九

条
の
四
第
二
号
の
規
定
に
基

づ
き
、
国
土
交
通
大
臣
が
総

務
大
臣
と
協
議
し
て
定
め
る

保
証
保
険
契
約
を
定
め
る
件

三
一
特7

〇
観

光

庁

七

旅
行
業
法
の
規
定
に
基
づ
く

登
録
研
修
機
関
の
登
録
を
し

た
件

九

一
〇

八

〃

二
八

一
〇

九

平
成
十
九
年
国
土
交
通
省
告

示
第
四
百
四
十
五
号
等
の
一

部
を
改
正
す
る
告
示

二
九
69

〇
気

象

庁

二

気
象
測
器
の
型
式
を
証
明
し

た
件

二
二

九

三

船
舶
気
象
報
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
件

三
〇
70

〇
海
上
保
安
庁

二
三

海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害

の
防
止
に
関
す
る
法
律
に
基

づ
く
登
録
確
認
機
関
の
事
業

場
の
所
在
地
を
変
更
す
る
件

七

九

二
四

海
上
保
安
庁
の
船
舶
の
番
号

及
び
標
識
の
一
部
を
改
正
す

る
告
示

八

五

二
五
二
六

航
路
標
識
に
関
す
る
件

一
三

六

二
七

牧
山
船
舶
通
航
信
号
所
に
関

す
る
告
示
の
一
部
を
改
正
す

る
告
示

一
五
53
四
七

二
八

航
路
標
識
の
用
品
を
定
め
る

件

一
九

九

二
九

航
路
標
識
の
用
品
を
定
め
る

件
を
廃
止
す
る
告
示

一
九

九

三
〇

巨
大
船
等
の
航
行
に
関
す
る

通
報
の
方
法
に
関
す
る
告
示

の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

一
九
55

三
一

海
上
保
安
庁
の
航
空
機
の
番

号
及
び
標
識
の
一
部
を
改
正

す
る
告
示

二
六
64
六
五

三
二
三
七

航
路
標
識
に
関
す
る
件

三
〇
70

〇
環

境

省

六

大
岡
ア
ベ
サ
ン
シ
ョ
ウ
ウ
オ

生
息
地
保
護
区
を
解
除
し
た

件

九

一
〇

七

大
岡
ア
ベ
サ
ン
シ
ョ
ウ
ウ
オ

生
息
地
保
護
区
管
理
地
区
を

解
除
し
た
件

九

一
〇

八

大
岡
ア
ベ
サ
ン
シ
ョ
ウ
ウ
オ

生
息
地
保
護
区
を
指
定
し
た

件

九

一
〇

九

大
岡
ア
ベ
サ
ン
シ
ョ
ウ
ウ
オ

生
息
地
保
護
区
管
理
地
区
を

指
定
し
た
件

九

一
〇

一
〇

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に

関
す
る
法
律
施
行
令
第
十
六

条
の
二
第
一
号
か
ら
第
四
号

ま
で
に
掲
げ
る
機
器
が
有
害

使
用
済
機
器
と
な
っ
た
も
の

の
再
生
又
は
処
分
の
方
法
と

し
て
環
境
大
臣
が
定
め
る
方

法

一
二

七

一
一

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に

関
す
る
法
律
第
十
五
条
の
四

の
四
第
一
項
の
産
業
廃
棄
物

の
無
害
化
処
理
に
係
る
認
定

の
申
請
が
あ
っ
た
件

一
三

八

一
二

環
境
物
品
等
の
調
達
の
推
進

に
関
す
る
基
本
方
針
の
変
更

に
つ
い
て

一
九
55

一
三

国
及
び
独
立
行
政
法
人
等
に

お
け
る
温
室
効
果
ガ
ス
等
の

排
出
の
削
減
に
配
慮
し
た
契

約
の
推
進
に
関
す
る
基
本
方

針
の
変
更
に
つ
い
て

一
九
55

一
四

水
産
動
植
物
の
被
害
防
止
に

係
る
農
薬
登
録
保
留
基
準
の

一
部
を
改
正
す
る
件

二
二
61
一
五

一
五

水
質
汚
濁
に
係
る
農
薬
登
録

保
留
基
準
の
一
部
を
改
正
す

る
件

二
二
61
一
六

一
六

国
立
公
園
の
公
園
事
業
を
決

定
す
る
件

二
七
66
六
六

一
七

国
立
公
園
の
公
園
事
業
を
廃

止
す
る
件

二
七
66
六
六

一
八

国
立
公
園
の
公
園
事
業
を
変

更
す
る
件

二
七
66
六
七

一
九

三
陸
復
興
国
立
公
園
の
公
園

区
域
を
変
更
す
る
件

二
七
66
六
七

二
〇

三
陸
復
興
国
立
公
園
の
公
園

計
画
を
変
更
す
る
件

二
七
66
六
八

二
一

三
陸
復
興
国
立
公
園
の
特
別

地
域
の
区
域
を
変
更
す
る
件

二
七
66
六
八

二
二

三
陸
復
興
国
立
公
園
の
海
域

公
園
地
区
の
区
域
を
変
更
す

る
件

二
七
66
六
八

二
三

富
士
箱
根
伊
豆
国
立
公
園
の

公
園
区
域
を
変
更
す
る
件

二
七
66
六
八

二
四

富
士
箱
根
伊
豆
国
立
公
園
の

公
園
計
画
を
変
更
す
る
件

二
七
66
六
八

二
五

富
士
箱
根
伊
豆
国
立
公
園
の

特
別
地
域
の
区
域
を
変
更
す

る
件

二
七
66
六
九

二
六

富
士
箱
根
伊
豆
国
立
公
園
の

乗
り
入
れ
規
制
区
域
を
指
定

す
る
件

二
七
66
六
九

二
七

富
士
箱
根
伊
豆
国
立
公
園
の

特
別
地
域
及
び
特
別
保
護
地

区
内
に
お
け
る
行
為
の
許
可

基
準
の
特
例
の
一
部
を
改
正

す
る
件

二
七
66
六
九

二
八

河
川
及
び
湖
沼
が
該
当
す
る

水
質
汚
濁
に
係
る
環
境
基
準

の
水
域
類
型
の
指
定
に
関
す

る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

二
八
67
八
〇

二
九

海
域
が
該
当
す
る
水
質
汚
濁

に
係
る
環
境
基
準
の
水
域
類

型
の
指
定
に
関
す
る
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件

二
八
67
八
一

三
〇

予
算
科
目
に
係
る
補
助
金
等

の
交
付
に
関
す
る
事
務
に
つ

い
て
平
成
三
十
年
度
の
予
算

に
係
る
補
助
金
等
の
交
付
に

関
す
る
も
の
か
ら
福
島
地
方

環
境
事
務
所
長
に
委
任
す
る

件

二
九

八

三
一

公
害
医
療
機
関
の
療
養
に
関

す
る
規
程
の
一
部
を
改
正
す

る
件

三
〇
70

三
二

公
害
健
康
被
害
の
補
償
等
に

関
す
る
法
律
第
二
十
六
条
第

二
項
の
障
害
補
償
標
準
給
付

基
礎
月
額
を
定
め
る
件

三
一
特7

三
三

公
害
健
康
被
害
の
補
償
等
に

関
す
る
法
律
第
三
十
一
条
第

二
項
の
遺
族
補
償
標
準
給
付

基
礎
月
額
を
定
め
る
件

三
一
特7

〇
防

衛

省

四
五
四
七

海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
を

実
施
す
る
件

五

七

四
八
五
一

〃

一
五

八

五
二
五
四

〃

一
九

九

五
五

ア
メ
リ
カ
合
衆
国
が
使
用
を

許
さ
れ
る
施
設
及
び
区
域
に

つ
い
て
、
共
同
使
用
、
共
同

使
用
の
条
件
変
更
及
び
追
加

提
供
が
決
定
さ
れ
た
件

一
九

一
〇
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